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皆さまには当社の事業運営にご理解とご協力を賜り，誠にありがとうございます。

島根原子力発電所の稼働停止が長期化する中，当社は火力発電所の高稼働運転等による供給
力確保に努めるとともに，業務全般にわたる経営効率化に取り組むことで，収支および財務体質の
悪化抑制に努めてきました。平成２６年度は黒字を確保できる見通しですが，工事の緊急避難的な
先送りに加え，燃料価格の下落等に依るところも少なくありません。

抜本的な収支の改善・経営の安定化には原子力発電所の稼働が不可欠であり，平成２７年度も引
き続き島根原子力発電所の早期稼働に向けた安全対策に注力していきます。また，将来にわたり安
定供給を確保していくため，火力発電所の点検・補修やネットワーク設備の経年化対策についても計
画的に進めていく考えです。これらに伴うコストの増加も見込まれ，原子力発電所が稼働するまでの
間は極めて厳しい収支・財務状況が続くことになりますが，競争発注の拡大等によるコスト低減に全
社を挙げて取り組むことで出来る限り現行の料金水準を維持していくとともに，サービスの一層の充
実を図り，平成２８年からの小売全面自由化開始以降もお客さまに選択いただけるよう努めます。

並行して，中長期的な視点での競争力強化に向け，中国地域外や海外においてもグループの強み
を活かせる分野に進出し，アライアンスにより他事業者の知見も取り入れながら成長事業を育成・拡
大していく考えです。当社としては，原子力発電所の早期稼働と経営効率化の徹底という足元の課
題に注力しつつ，成長戦略を着実に進めていくことで，「地域で選ばれ，地域をこえて成長する企業
グループ」を目指していきます。

今後とも当社事業へのご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。
平成２７年３月

中国電力株式会社

はじめに １



Ⅰ．平成２７年度の重点的取り組み
１．原子力発電所の再稼働・運転開始に向けた取り組み

将来にわたって良質な電気を安定的かつ低廉にお届けしていくために，安全確保を大前
提に原子力発電所の再稼働・運転開始に向け取り組んでいきます。平成２５年７月に公布・
施行された新規制基準に確実に対応するとともに，世界最高水準の安全性を不断に追求
し，皆さまに安心していただける原子力発電所を目指していきます。

内部溢水に対する考慮

自然現象に対する考慮
（火山・竜巻・森林火災等）

火災に対する考慮

電源の信頼性

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

• 炉心損傷や格納容器の破損等の重大な事故を
防ぐ対策や，万一，重大事故が発生した場合でも，
放射性物質の放出による周辺環境への影響を抑え
る対策を行っています。 （P.３～ P.５)

• 意図的な航空機衝突に備えるため，今後，「特定重
大事故等対処施設」を整備します。（P.６)

• 地震，津波に対しては基準地震動と基準津波を策定
し，安全性を評価していますが，その結果を審査会合
で丁寧に説明するとともに，更なるデータ拡充に必要
な活断層の追加調査を実施しています。

• 浸水防止対策として，重要な設備を守るため，水密扉
を何重にも設置しています。（Ｐ.７）

• 火山・竜巻・森林火災等の発生が予想される自然災
害の与える影響を評価し，安全性を損なうおそれのな
いことを確認しています。

新規制基準

意図的な航空機衝突への対応

放射性物質の拡散抑制対策

格納容器破損防止対策

炉心損傷防止対策
（複数の機器の故障を想定）

重
大
事
故
基
準

設
計
基
準

新規制基準への対応に加え，重大事故発生時の訓練（Ｐ.８），審査会合への対応（Ｐ.９～Ｐ.１１）を実施。

２



安全対策の実施状況①

免震重要棟

《フィルタ装置》
・直径約２ｍ ・高さ約８ｍ
・４基 （除去効率 ９９.９％）

平成２６年８月２８日にフィル
タ付ベント設備の主要機器で
あるフィルタ装置の吊り込み
を実施しました。

• 炉心が損傷した場合にも，放射性物質の放出を最小限に抑
えながら格納容器の破損を防止するため，フィルタ付ベント

設備の設置工事中です。原子力規制委員会からのコメント

を受け，当初の設計で除去が難しい有機ヨウ素の排出抑制

策を検討した結果，同設備内へのヨウ素フィルタの追加設

置を行うこととしました。

《ヨウ素フィルタ》＊銀ゼオライト
・直径約３ｍ ・高さ約５ｍ
・１基 （除去効率 ９８％）

●格納容器の破損防止および放射性物質の拡散防止対策

フィルタ装置の吊り込み

フィルタ装置

３



安全対策の実施状況②

プラント監視設備
通信連絡設備
ＴＶ会議システム専用電源設備
専用電源用燃料タンク
水タンク
放射性物質を低減する空調設備
汚染の持ち込みを防止する区画
等の放射線管理設備

対策要員の収容スペース 等

免震重要棟

• 万一の事故発生時の対応に，より万全を期すため，緊急時対策機能を有する免震構造の建物（免
震重要棟）を，発電所構内の高台（海抜５０ｍ）に設置しました。（平成２６年１０月建設工事終了）

主要設備

●免震重要棟の設置

４

緊急時対策所（防災訓練の様子）



安全対策の実施状況③
●炉心損傷を防止する対策

代替電源設備（ガスタービン発電機車）の配備

66kV受電設備の強化

• 重大事故等対策として，原子炉や燃料プールを冷やすために必要な電源を確保する対策として，
平成２６年１０月，海抜４４mの高台にガスタービン発電機車（４，０００kVA）４台を配備しました。

• 地震などの災害により送電設備が被害を受けても早い段階で復旧が見込まれる６６kV系送電設
備から直ちに電源を受電できるよう，平成２６年１０月，高い耐震性を有する緊急用開閉所を高台

に設置しました。

５



●意図的な航空機衝突への対応

安全対策の実施状況④

• 平成２７年２月２５日に特定重大事故等対処施設*（以下，「特重施設」という）の設置に向けた敷
地造成工事の着工届を提出しました。

• 特重施設の詳細な設計については，重大事故等対処設備に係る審査状況を踏まえながら検討
中です。

* 特重施設は，故意による航空機衝突やその他のテロにより，炉心の著しい損傷が発生するおそれがある，
または発生した場合に，原子炉格納容器の破損による放射性物質の放出を抑制するための施設であり，
可搬型設備等の更なるバックアップとして，原子炉格納容器内へ注水する設備，フィルタ付ベント設備，電
源設備並びにこれらの設備を制御する緊急時制御室などで構成します。

＜出典元：原子力規制委員会ホームページ＞

６



●多重の浸水防止対策

安全対策の実施状況⑤

３号機北側

海抜１５ｍ

① 防波壁で防ぐ

• 発電所の津波対策として海抜１５mの高さの防波壁を設置しました。
• 万一，津波が防波壁を越えた場合でも，安全上重要な設備を浸水から守るため，建物の外側扉
と内側の通路，設備室入口等に水密扉を設置しました。

② 建物の外側で防ぐ

２号機建物外壁に設置した水密扉

③ 建物の内側で防ぐ

２号機建物内の水密扉

１号機 ２号機

３号機

海抜１５ｍ

１，２号機北側

７



安全対策の実施状況⑥

• 全交流電源喪失などを想定した，電源供給訓練，代替注水訓練，通報連絡訓練等を繰り
返し行っています。

• 平成２６年１０月１８日，島根県・鳥取県の原子力防災訓練が行われ，避難訓練や緊急時
モニタリング訓練などを実施し，当社は，住民の皆さまの避難訓練において，放射性物質

による汚染の有無を調べるスクリーニングなどを行いました。

Ｈ26.9.10 放水訓練

Ｈ26.10.18車両ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞの様子

Ｈ26.9.26 ▲通報訓練 ▼電源供給訓練

● シビアアクシデントを想定した緊急時対応訓練の実施

８



●適合性審査の進捗状況*【島根２号】
原子力規制委員会の審査対応状況①

• 平成２６年１月１６日から原子力規制委員会の審査が開始されています。
• 当社としては新規制基準で求められる地震，津波，重大事故，設計基準事故への対策をクリアする
ことにとどまらず，引き続き，更なる安全性向上に向けた取り組みを行いながら，より多くの皆さまに

ご理解いただけるよう努めます。

審査概要
審査状況

（平成２７年３月２４日現在）

地震

震源を特定せず策定する地震動 実施済

震源を特定して策定する地震動，敷地及び敷地周辺の地下構
造

実施中

基準地震動，耐震設計方針，敷地内の破砕帯，地盤・斜面の安
定性

未実施

津波 基準津波，耐津波設計方針 未実施

重大
事故対策

確率論的リスク評価（ＰＲＡ），事故シーケンス選定，有効性評価，
緊急時対策所，フィルタ付ベント設備

実施中

解析コード，制御室 未実施

設計基準事故
対策

内部溢水，火災，竜巻（影響評価・対策），静的機器単一故障，
誤操作防止，安全非難通路，安全保護設備，原子炉冷却材カバ
ウンダリ

実施中

火山（影響評価・対策），保安電源設備，通信連絡設備 未実施

＊最新の審査項目の審査状況および用語の説明について：http://www.energia.co.jp/judging/koumoku.html

９

申 請 日 平成２５年１２月２５日
審査会合 ３９回開催 （平成２７年３月２４日現在 ）



●宍道断層に係る地質調査の追加実施の概要

原子力規制委員会の審査対応状況②

②【宍道断層の西端付近（古浦沖，男島～女島）】
（古浦沖）
・音波探査，海底面調査等の結果，海陸境界付近に断層は認められない。
（男島～女島）
・地表地質踏査，ボーリング調査等の結果，断層は認められない。

③【古浦沖～大田沖断層】
・音波探査の結果，断層活動を示
唆する反射面は確認されない。

①【宍道断層の東端付近（下宇部尾東，森山）】
（下宇部尾東）
・ボーリング調査の結果，北東の谷に向かう断層は認められない。
・はぎ取り調査の結果，地質分布に不連続はなく断層は認められない。
（森山）
・露頭観察，ボーリング，トレンチ調査等の結果，断層に後期更新世以
降の活動は認められない。

審査項目 コメント内容 これまでの対応状況

震源を特定
して策定す
る地震動

宍道断層*評
価（長さ約22
㎞）の妥当性

・平成２７年１月１６日会合
活断層データ拡充を図るため，追加調査を実施（平成２６年５月～
平成２６年１０月）し，『評価結果に変更がないこと（下図）』を説明
済み。

・平成２７年２月５日，６日現地調査（Ｐ.１１参照）
＊ 島根原子力発電所に最も大きな影響を与える活断層

宍道断層

島根原子力発電所

国による現地調査等でのコメントを踏まえ，データ拡充により評価の妥当性を確認するた
め，女島，下宇部尾東において追加ボーリング調査を実施中です。

１０

【宍道断層に対する当社の調査結果】



●島根２号 現地調査概要

原子力規制委員会の審査対応状況③

調査日： 平成２６年１２月１９日
調査実施メンバー

： 更田委員長代理 ほか計２５名
主な調査項目

：竜巻対策，外部・内部火災対策，内部溢水対策，静的
機器（単一設計部分），代替注水系，代替原子炉補機
冷却系，フィルタ付ベント設備，水源，代替電源設備，
水素濃度監視・制御設備，緊急時対策所 等

調査日：平成２７年２月５日，６日
調査実施メンバー

：石渡委員 ほか計１５名
主な調査項目

：敷地周辺における追加調査状況の確認，
敷地周辺および敷地内のボーリングコア観察，
既往調査結果の確認

・原子力規制委員会および審査チームが，島根２号が新規制基準に適合しているか否か（設計基準事

故，重大事故対策に係る安全対策の実施状況および敷地内・周辺の追加地質調査の状況）を現地で

直接確認しました。

１１



• 島根１号は，当社初の原子力発電所として昭和４９年３月に営業運転を開始して以降，中国地域
における電力安定供給の一翼を担ってきました。

• 平成２５年７月施行の改正原子炉等規制法において，原子力発電所の運転期間が原則４０年と規
定されたことなどを踏まえ，平成２７年４月３０日をもって，島根１号を廃止することになりました。

• 今後，廃止措置計画を策定のうえ，安全の確保を最優先に地域の皆さまのご理解をいただきなが
ら，着実に廃止措置を進めます。

【解体撤去までのプロセス】

島根１号の今後の取り組み １２



資源の乏しい我が国において，将来にわたり電力を安定的かつ低廉にお届けしていくため
には，原子力・石炭・ＬＮＧ・再生可能エネルギー等，さまざまなエネルギーをそれぞれの特
長を活かしながらバランスよく活用することが必要です。

当社としては，原子力は安全の確保を大前提に，供給安定性，経済性，環境保全の観点
から重要な役割を担うベースロード電源と考えており，島根・上関の両地点において，新たな
知見にも適切に対応しながら安全確保に万全を期し，皆さまに安心していただける発電所と
なるよう引き続き取り組んでいきます。

原子力に対する当社の考え方
１３

現在，国において，温室効果ガス削減に向けた２０３０年時点のエネルギーミックスの議論
が行われており，その中で，ゼロエミッション電源としての再生可能エネルギーと原子力の
比率が示されようとしています。
温室効果ガスの削減を継続的に進めていくためには再生可能エネルギーの拡大ととも
に，原子力を一定比率維持していく必要があります。それには，経年化した原子力発電所に
代わる安全性に一層優れた新規原子力発電所開発を計画的に進めていくことが必要です。
このたびの島根１号の廃止を考慮すると，島根３号の早期運転開始はもとより，新規原子
力である上関原子力発電所の開発はこれまで以上に重要な経営課題であり，早期に着手
できるよう，引き続き取り組んでいきます。

上関原子力発電所の開発に対する考え方



２．電力システム改革への対応

電力システム改革は，第１段階として，今年４月に電力広域的運営推進機関が設立さ
れ，平成２８年には第２段階の小売参入の全面自由化が実施されることとなっています。
また，現在，今通常国会に，第３段階の法的分離による発送電分離の実施に向けた法案
が提出されています。
当社としては，「お客さまの利益につながる電力システム」の実現に向け，残された懸念
や課題の払拭に努めるとともに，将来にわたりお客さまに選択いただけるよう，低廉な料金
の提供や競争を通じたサービスの充実等に積極的に取り組んでいきます。

• 電力システム改革は，「広域的運営推進機関の設立」「小売参入の全面自由化」「法的分離による
発送電分離，小売料金の全面自由化」の３点を柱とする「電力システムに関する改革方針」にもと

づき，３段階に分けて実施し，各段階で課題克服のための十分な検証を行い，その結果を踏まえた

必要な措置を講じながら進めるとされています。

電力システム改革の概要

• この方針にもとづき，平成２５年，平成２６
年にそれぞれ第１段階，第２段階の改革
の実施に必要な措置を規定した電気事業
法の改正が行われました。

• また，現在，今通常国会に，第３段階の改
革に関する電気事業法改正案が提出さ
れています。

１４



電力システム改革に対する当社の考え

• お客さまの選択肢を拡大し，競争を通じてサービスの充実等を図るという自由化の趣旨を踏まえ，
将来にわたりお客さまに選択いただけるよう，コスト構造の改革による低廉な料金の提供やサービ

スの充実等に積極的に取り組んでいきます。

• 一方，電気は社会生活や経済活動を支える基本インフラであり，真にお客さまの利益につながる改
革となるよう，慎重に進めていく必要があります。

• とりわけ，今通常国会に提出されている第３段階の発送電分離の実施については，以下の点でいま
だ懸念や克服すべき課題が残されています。

• 当社としても，これらの懸念や課題を払拭すべく，最大限の取り組みを行っていきますが，その上
で，課題解消の実現度合いについてしっかりと確認・検証を行い，問題が生じている場合には，柔軟

に改革を進めていただく必要があると考えています。

１５

電力需給の安定 • 原子力発電所の稼働による安定した電力需給状況

原子力事業環境整備
• 自由化により競争が進展した環境下においても，民間事業者が原子力を活
用していくための事業環境の整備

安定供給を維持するための
仕組み・ルールの整備

• 再生可能エネルギーの導入が拡大していく中，周波数調整に必要となる調
整力の確実な確保

• 災害時等における発電・小売部門と送配電部門の連携
• 長期にわたり必要な供給力を確実に確保する仕組みの整備 等



• 当社は，一般のご家庭等の低圧契約のお客さまを対象に，平成２７年度から平成３５年度末まで
の約９年間で，法定取替等に合わせ，３０分間隔の電力使用量を遠隔で検針する機能（自動

検針機能）等を有したスマートメーターを順次設置（約５００万台）します。

• スマートメーターの導入により，検針費の削減や配電設備容量の適正化などの効率化を図る
とともに，より一層，お客さまサービスの向上に努めます。

小売全面自由化への対応について

●スマートメーター導入に向けた取り組み

＜スマートメーター設置により期待される効果＞

• お客さまの使用電力量の実績から，最適な料金メニューや節電に関する情報を当社から提供。

• 電気の使用状況をリアルタイムで把握。

 ＨＥＭＳ*を通じ，エアコンの設定温度や家庭用蓄電池への充電等，各種電気機器を効率的に制御。

＊ＨＥＭＳ（Ｈｏｍｅ Ｅｎｅｒｇｙ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ）：お客さまが設置する家庭用エネルギー監視システム。
家電や電気設備とつなぐことにより，モニター画面などで使用量の見える化，家電機器の自動制御が可能。

自動検針

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ ＨＥＭＳ*

太陽光発電 ＡＶ機器 エアコン

使用量情報

【当社】

【お客さま】

通信ｼｽﾃﾑ
機器
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点検・補修時期の調整や工程短縮等の工夫も行いながら，火力発電所の計画的かつ

確実な点検・補修やネットワーク設備の保安確保を実施するとともに，これらの設備を

運転・維持していく人材の技術・技能レベル向上にも取り組み，これからも安定的に電気

をお届けしていきます。

３．設備の信頼度維持・供給力確保に向けた取り組み

●定期点検に合わせた経年劣化対策工事

【給水加熱器修理】【ボイラ蒸発管取替】
〔経年劣化対策工事の例〕

• 発電所の定期点検に伴う比較的長期な発電停止期間を利用し，経年劣化の進展した設備・機器の
修理や取替等を実施しています。今後も各設備の的確な点検・補修により信頼度維持に努めます。

火力設備の点検・補修による信頼度維持

１７



●重負荷期前点検の実施

• 火力発電所では，電力需要が高まる時期の前に全ユニットを順次停止し，比較的短期間で煙
道修理や水路清掃等を行う「重負荷期前点検」を行い，安定供給に努めています。

煙道修理 空気予熱器清掃 取水路清掃

〔重負荷期前点検の例〕
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【東山口変電所 新山口幹線１号線 遮断器】

• ５５万Ｖ遮断器は，今後１０年間で更新する計画としてお
り，平成２６年１２月に１台目の遮断器を更新しました。

• 遮断器の購入にあたっては，ＶＥ方式（Ｐ.２７参照）の
採用により，調達コストの低減を図りました。

• また，２２万Ｖ以下の遮断器，変圧器およびスイッチギ
ヤなどについても，計画的に更新を進めています。

＊平成２６年３月３１日現在

●流通設備の計画的更新に向けた取り組み

送電鉄塔・送電線の更新

変電機器の更新

ネットワーク設備の高経年化対策

高度経済成長期に建設された大量のネットワーク設備が，今後更新時期を迎えます。
増加していく設備更新に対し，安定した資材調達および施工力確保などを考慮して，計画
的な更新工事を実施することによって，設備の信頼度維持を確保していきます。

• 約２万基ある送電鉄塔のうち，昭和４０年以前
に建設された約４，２００基の鉄塔を，今後３０

年間で建替えていく計画です。

• また，総延長７，８８９km＊の送電線も，機能低
下したものから順次更新していきます。

１９

【送電鉄塔の更新計画】（基）

（年度）
0

100

200

H20 H22 H27

実績 計画



●配電設備の計画的更新に向けた取り組み

• 高度経済成長期に設置した大量の配電設備が更新時期を迎える中，増加していく設備の計画
的更新に向けて，個々の設備に関する情報を一元的に管理・蓄積するデータベースの構築や

配電関係システムの開発・改良を順次進めています。

• 将来的には，設備の劣化状況などの蓄積した情報を有効に活用しながら，長期的な視点に立
ち，効率的かつ計画的な設備更新に取り組んでいきます。

【現状】

配電設備の
最適な更新計画
の策定に活用

【将来】

・架空電線路や地中機器の
巡視・点検結果等を管理

保守関連データ

・配電設備工事の情報等を管理

設計・施工関連データ

・配電線の事故や故障情報等を管理

制御関連データ

配電設備に関する
・製造年月
・施設年月
・製造メーカー
・型式
・巡視・点検年月日
・巡視・点検結果（劣化状況等）

など

【データベース】

設備の計画的な更新に向け，各システムが保有している

情報を一元化し，最適な設備更新計画の策定を支援。

（現在開発中）

それぞれの業務でシステムが構築

されており，システム間の情報の

共有化が課題。
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業務品質の維持・向上に向け，人・組織の継続的な成長を促す仕組み（高度技術・技
能者認定制度，教育スタッフ制度，技術・技能大会）により，保有する技術・技能に幅・深
みを持った社員の早期育成に取り組んでいます。

• 特定の分野において，高度で専門的な技術・技能を保有する社員を

「エネルギア・マスター」として認定しており，安定供給を支える現場で

の技術指導，社内外での講演活動など，幅広く技術・技能継承に繋が

る活動をしています。

【エネルギア・マスターによる指導の様子】

技術・技能の継承

●高度技術・技能者認定制度

• エネルギア・マスターの認定は，電力設備の運転，保守，建設等に関する７部門（配電，
火力，原子力，流通，土木，建築，通信）において実施しており，平成２６年度には新規に

１０名を認定し，現在３０名（平成２７年３月）が活躍しています。

シンボルマーク
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【流通部門技術・技能大会】

• 個人・組織の技術・技能レベルに気付きを与え，向上意欲とやりがい・達成感を醸成することで，
積極的な技術・技能継承を促す仕組みとして，技術・技能大会を開催しています。大会において

は，実際の災害等を想定し，複数の作業班が復旧作業を競うとともに，エネルギア・マスターによ

る評定・意見交換を行うなど，より高い技術・技能レベルの獲得に向けて取り組んでいます。

●技術・技能大会

【火力部門技術・技能大会】

• 経験豊富な社員を「技術・技能強化チーフ」として選任しており，業務を通じた技術・技能の指
導，職場研修の実施など，約１４０名が職場のOJT活動を中心に活躍しています。

●教育スタッフ制度
２２



●広島豪雨災害対応

【安全確認のうえ送電】【土砂等で道路が寸断され立入困難な状況】

• 昨今，全国各地で台風や豪雨等による激甚化した災害が数多く発生しています。中国地方に
おいても平成２６年８月に広島市を中心とした記録的な大雨が降り，土砂崩れ等による大きな

被害が発生しました。

• 復旧作業にあたっては，大量の土砂が堆積したなかでの人力作業や降雨による度重なる作業
中断など，困難な状況もありましたが，中国５県から延べ約４千人を動員し，自治体や自衛隊な

どとも連携し，被害・復旧状況や避難情報等の共有化を図りながら，すべての停電を解消しまし

た。特に被害が大きい地域では，一軒一軒のお客さま宅を訪問し，順次送電を行うなど，安全面

に配慮しました。

• 引き続き災害発生時には，一刻も早く電気をお届けできるよう取り組みます。
【分割式の鋼管柱を
人力で搬入・建柱】

緊急時の対応 ２３



●自衛隊と災害対応に関わる連携協定を締結

【海上自衛隊 輸送艦への車両搭載検証】【陸上自衛隊 中部方面隊との協定締結式】

• 当社は，地震や台風といった各種災害発生時の相互協力を迅速かつ円滑に行えるよう，平成２６
年に陸上自衛隊 中部方面隊，海上自衛隊 呉地方総監部と災害対応に関わる連携協定を締結し

ました。

• 協定締結により，災害発生時には，双方からの要請に基づき，自らの業務に支障のない範囲で，
当社は自衛隊から復旧資機材・人員の輸送等の協力が得られ*，自衛隊に対しては基地施設，活

動拠点等への必要な電力供給や当社の施設・敷地等の提供を行います。

• 自衛隊と訓練等を行うなど，平素からの連携を図り，「顔の見える関係」を構築することで，災害時
の自衛隊との協力関係を一層深化させていきます。

＊当社が自衛隊から協力を得るには，県知事の自衛隊に対する災害派遣要請が必要です。
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４．経営効率化の取り組み

島根原子力発電所が稼働しないままでは，安定的な収支確保は困難な状況にあります
が，電力の安定供給や安全に配慮しながら，請負・資機材調達の効率化等の取り組みを
一層強化し，収支改善を図っていきます。

• 島根原子力発電所の運転停止に伴う収支悪化が長期化する中，安定供給や安全に配慮しなが
ら，工事・施策の繰延等による緊急避難的な支出抑制を含め，さまざまな観点から経営効率化に

取り組んできましたが，設備の点検・補修の繰延等によるコスト低減は，健全性維持の観点から限

界を迎えつつあります。

• したがって，平成２７年度は，短期的のみならず，中長期的にも皆さまに低廉な電気を安定的にお
届けできるよう，高稼働が続く火力発電所の点検・補修やネットワーク設備の経年化対策等を計

画的に進めていきます。そのうえで，競争拡大などによる請負・資機材等の調達コスト低減に徹底

的に取り組むことなどにより， ２８０億円程度の経営効率化を計画しました。

• 今後はこれらの計画を確実に実施するとともに，実施段階におけるさらなる上積みを目指して最大
限の努力を行っていきます。

Ｈ２７年度 計画

経営効率化額（設備投資，費用計） ２８０億円程度

平成２７年度の経営効率化額
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請負・資機材等の調達コスト低減

●競争発注の拡大

• さらなるコスト低減と取引の透明性向上を図るため，平成２７年度の請負・資機材等の
調達における競争発注比率３０％を目指します。

• 競争発注拡大のためのアクションプランを策定し，仕様書の詳細化（新規お取引先さま
が参入可能となる詳細仕様書の作成）等，競争化に向けた環境整備を行い，新たなお
取引先さまを調査・開拓することで，競争発注の範囲・対象の拡大を図っています。

0%

10%

20%

30%

40%

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

競争発注の比率

10%程度

20%程度

30%
アクションプランに基づく
競争発注の拡大
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●競争発注の拡大（取組み事例）

• スマートメーター（計器）および関連するシステム等の調達については，仕様の標準化を図ると

ともに，公募型提案募集（ＲＦＰ）などを通じ，公平・公正に調達先を幅広く募集した上で，競争

による調達を行い，調達コストの低減を図っています。

調達内容・方法

スマートメーター（計器）
・標準的な仕様（東京電力仕様）を採用。
・当面の必要台数について，ホームページで公募の上，競争
発注を実施済。

通信システム ・公募型提案募集（ＲＦＰ）を実施済。

運用管理システム ・公募型提案募集（ＲＦＰ）を実施済。

• 上記の他にも，従来グループ企業に特命発注していた以下の品目について，競争発注拡大

に向けた環境整備を行い，順次競争発注に移行しています。

２７
（１）スマートメータ－

（２）柱上変圧器，コンクリート柱

調達内容・方法

柱上変圧器
・安定調達およびコスト低減の観点から，順位配分競争方式（Ｐ.２８
参照）を採用。

コンクリート柱
・競争環境の整った一部エリアを対象に競争発注に移行。
・今後も更なる競争環境の整備を進め，競争発注を拡大を実施。



【発注方式の例】

発注方式 概要 期待効果 適用例

ＶＥ方式 取引先から当社仕様書に基づく
施工方法のほかに，コスト低減を
可能にする代案を募集のうえ，当
社の仕様や工法に反映し契約す
る方式

品質・機能を低下さ
せることなくコスト低
減が図れる

・土木工事
・建築工事
・送電工事

リバース
オークション

入札期間内であれば何度でも入
札が可能な価格競り下げ方式の
オークションで，最低価格の落札
先と契約する方式

競争効果が働きや
すく市場価格まで低
減

・ＯＡ機器
・直流電源装置
・什器，工具

順位配分
競争

見積金額順位に応じて発注シェ
アを配分（傾斜等）することを条
件に競争見積を行い，発注割合
を決定する方式

シェア獲得に向けた
受注意欲を喚起し，
コスト低減と安定調
達を両立

・変電用機器
・電力ケーブル

ターゲット
プライス

希望する価格低減分を織り込ん
だ目標価格を提示し，目標価格
以下で最も低額な見積先と契約
する方式

目標提示により，取
引先の原価改善に
向けた努力を促しコ
ストを低減

・送変電用機器
・衛生設備工事
・空調設備工事

一括発注 納入時期や納入場所が異なる同
一規格品または同種品を取りま
とめ，一括して契約する方式

スケールメリットによ
るボリュームディス
カウントが得られる

・電線
・特殊車両
・給排水電気設備工事

●発注方式の多様化

• 競争発注拡大のほか，多様な発注方式の効果的な運用により，請負・資機材等調達
コストのより一層の低減に努めています。
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●発電所における設計・施工段階の効率化事例

主な取り組み内容

設備投資
• ＬＮＧタンクの運用方法見直しによる既設設備の流用

• 純水製造装置の汎用品採用 ほか

修 繕
• ボイラ配管の補修方法見直しによる点検周期の延伸

• 余寿命診断結果に基づく変圧器部品の取替時期見直し ほか

その他 • 委託業務の実施時期・内容見直し，中止 ほか

平成２６年度に更新する３台の５５万Ｖ遮断器の更新にあたっては，最新の技術を
取り入れてコスト低減を図るため，ＶＥ方式を採用しました。

• ＶＥ方式における主な取引先からの技術提案
-ポリマー碍管の採用

従来は磁器製の碍管を採用していましたが，信頼性を検証した

結果，ポリマー製の碍管を採用することにより，コスト低減を図る

ことができました。

-取引用ＰＴ*の一体化

従来は別置していた取引用ＰＴを，遮断器と一体化することにより，

コスト低減を図ることができました。

-遮断器タンクの材質変更

遮断器タンクの部位ごとの温度上昇の精査を行い，温度上昇限度

を緩和することにより，従来のアルミ製から鉄製に変更しました。

【取引用ＰＴ付遮断器】

取引用
ＰＴ

●ＶＥ方式の採用事例

工事等の設計・施工段階において，既設設備の流用等による請負・資機材等調達
コストの低減に取り組んでいます。

２９

＊電力会社間での電気の取引を計量するための装置



【主な取り組み】

● 燃料の低廉かつ安定的な調達

• 当社はこれまでも低廉かつ安定的な燃料調達を目指

し，「品質」，「調達先」，「調達時期」，「契約形態」等の

多様化に取り組んできました。

• 今後も，このような取り組みを一層推進し，需要変動や

各燃料の価格動向に柔軟に対応した調達や上流権益

事業への参画等により，燃料費の低減および安定調達

に取り組みます。

● 卸電力取引所の活用

• 当社は，経済合理性に基づき卸電力取引所を積極的に活用し，コスト低減・収益向上に努めていま

す。

燃料費の削減に向けた取り組み

石油
・ 低品位油の利用

・ 専用内航輸送船の確保

石炭
・ 調達時期（値決め時期）の分散化

・ 近距離産地(インドネシア等)の石炭および低品位石炭の利用

LNG

・ 需要動向に応じた追加調達の実施

・ 新規調達先拡大への対応

（軽質ＬＮＧ受入のための払出設備改造工事含む）

その他
・上流権益事業への参画

（豪州ボガブライ炭鉱の権益を一部取得 Ｐ.３１に詳細）

（石油１ﾊﾞｰﾚﾙあたりの熱量等価換算値
＜1ﾊﾞｰﾚﾙ=159L  1,451Mcal＞）
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●豪州ボガブライ炭鉱の一部権益取得

【炭鉱の位置】

• 当社は，出光興産（株）の豪州現地法人が保有するボガブライ炭鉱の一部権益取得および同炭鉱か
らの石炭長期購入の契約を，平成２６年８月に締結しました。(同年１２月契約発効)

• 権益の一部取得に伴い，権益の保有および同炭鉱の操業・運営を行う合弁事業に参画するため，豪
州に当社１００％出資の現地法人中国電力・オーストラリア・リソーシズ社を同年７月に設立しました。

• 同炭鉱は高発熱量で低硫黄，低灰分の高品位炭を年間約５６０万トン生産（平成２６年実績）。現在，
拡張工事の最終段階にあり，平成２７年からは選炭機導入による高品位化・鉄鋼用原料炭の販売拡
大を予定しています。生産中の同炭鉱からは取得後すぐに石炭販売収入を得られることに加え，今後
の高品位化により，比較的早い段階で投資効果が得られるものと期待しています。

• 当社初となる今回の石炭の上流権益の取得は，重要なベース電源である石炭火力発電用燃料の長
期安定確保に寄与するものと考えています。

１．所在地 豪州ニューサウスウェールズ州

２．操業会社 ボガブライ・コール社（出光興産（株）豪州現地法人）

３．生産開始 平成１８年

４．採掘方法 露天掘り

５．石炭品位 瀝青炭（燃料用一般炭および原料炭）

６．生産量 約５６０万トン／年（平成26年実績）

７．特徴 高発熱量・低硫黄・低灰分で，かつ原料炭特性

（粘結性）を有する石炭を生産

〔ボガブライ炭鉱の概要〕

１．社名 Chugoku Electric Power Australia Resources Pty. Ltd.

２．所在地 豪州クイーンズランド州 ブリスベン

３．資本金 ６，０００万豪ドル（約５８ 億円《９６円/豪ドル換算時》）

〔豪州子会社の概要〕

ボガブライ炭鉱

豪州子会社
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• 早期退職の実施や採用数の抑制等により，この１０数年間で従業員数を約１，６００人（約１４％）
削減した結果，労働生産性は約２８％向上しています。

• また，諸手当，旅費，福利厚生等の諸制度について，今日的視点から縮小・再構築に取り組んで
います。

• 今後も人件費等の削減に向けてあらゆる方策を検討していきます。

人件費等削減の取り組み ３２
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• 事業所の統廃合や厚生施設等の廃止を進め，積極的に売却しています。
• 平成２１年度以降の売却実績は，約３２０箇所，売却金額約８０億円となります。

平成２１年度以降の売却実績

売却件数 売却額

約３２０箇所 ７７.６億円（見込）

8.2
14.8
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35.4
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不動産売却の取り組み

売却した主な物件

事業所

・府中営業所（広島）

・笠岡営業所（岡山）

・三原営業所（広島）

・大野研修所（広島）等

厚生施設
・ｴﾈﾙｷﾞｱﾊｲﾑ大崎（東京）
・岡山荘（岡山） 等

（見込）

77.6
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Ⅱ．中・長期的な視点での経営基盤強化に向けた取り組み
１．将来の成長に向けた取り組み

小売全面自由化を契機に，競争が本格化していく中，当社グループが勝ち残り，将来に
わたって成長し発展していくため，「地域で選ばれ，地域をこえて成長する企業グループ」を
目指し，成長事業の育成・拡大を図っています。

３４

電気事業の強化

（他社とのアライ
アンスによる発電
事業展開 等） その他事業

の育成・強化

情報通信
事業の展開総合エネル

ギー事業の
展開

海外事業の
展開

海

外

国

内

エネルギー

当社の事業展開のイメージ図事業エリア
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総合エネルギー事業については，天然ガス供給事業を中核に，お客さまの多様な
ニーズにお応えしていくため，当社グループが培ってきた技術，人材，設備を活用し，
グループ一体となった取り組みを行っています。

天然ガス供給事業

柳井LNG基地の概要
・設備：LNGﾀﾝｸ 8万ｋｌ×6基
・年間取扱数量：150万ｔ程度

水島LNG基地の概要
・設備：LNGﾀﾝｸ 16万ｋｌ×2基
：ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ(水島基地～
岡山市内,直線距離約30km)
・年間取扱数量：100万ｔ程度

• グループ企業の（株）エネルギア・ソリューション・アンド・サービス（ＥＳＳ）が，中国地方の都市ガ
ス会社や産業用のお客さまへ天然ガス（ＬＮＧ）をお届けしています。

• 今後も水島，柳井の両LNG基地を拠点に，地域のお客さまのさらなる天然ガス利用ニーズにお応
えしながら，事業拡大に取り組んでいきます。

柳井LNG基地

水島LNG基地

（１）総合エネルギー事業の展開

トータルソリューションサービスの提供

• ＥＳＳは，天然ガス供給事業のほか，石炭の販売，電気・熱エネルギー供給などのオンサイトサー
ビス*の提供により，中国地域のお客さまの広範なニーズにお応えするトータルソリューションサー

ビスを展開しています。

省エネルギー，省CO2，省コスト等の様々なお客さまニーズにお応えするために，お客さま構内におけるエネルギー
供給設備の設置・所有・運用を一括して請負い，エネルギーをお届けするサービス。

*オンサイトサービス

関係グループ企業：水島エルエヌジー㈱
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当社の強みである火力発電に関するノウハウ等を活かし，他事業者とアライアンスを組
んで発電事業に取り組むことで，全面自由化や電力システム改革後の事業環境における
収益拡大を図っています。

（２）他社とのアライアンスによる発電事業展開

• 当社はエア・ウォーター（株）と共同で「エア・ウォーター＆エネルギア・パワー 山口（株）」を平成２７
年２月に設立し，山口県内に約１０万ｋＷのバイオマス・ 石炭混焼発電所の建設を進めています。

• 平成２７年３月から環境影響評価に係る手続きを開始しており，平成２８年度の建設工事開始，平
成３０年度の営業運転開始を目指します。

• バイオマス発電により再生可能エネルギーの普及拡大に寄与できるとともに，全面自由化や電力
システム改革後の事業環境における収益拡大に資すると考えています。

• 本事業は，山口県内の森林資源の有効活用を通じた地域振興にも貢献できる取り組みです。

【発電所建設予定地】

会社名 エア・ウォーター＆エネルギア・パワー山口（株）

所在地 山口県防府市鐘紡町3番1号 エア・ウォーター防府工場内

出資比率 エア・ウォーター（５１％），中国電力（４９％）

発電方式 循環流動層ボイラ（ＣＦＢ）

使用燃料 木質系バイオマス（うち国内材は主に山口県内から調達），石炭

【会社概要】

▼発電所計画地

バイオマス発電事業の取り組み
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中・長期的な成長を図る観点から海外事業を展開しています。新たな海外投資案件の
発掘・具体化を通じ，これまで培った電気事業の知見を活用した収益力強化に取り組ん
でいます。

（３）海外事業の展開

【電力マスタープラン改定
コンサルティング】

（カンボジア）

【水力発電所開発コンサルティング】
（ベトナム）

発電所建設予定地と施設配置
（イメージ）

• カンボジア王国における電力マスタープラン改定*コンサルティング等，アジア地域を中心としたコン
サルティング案件においては，海外の電気事業発展へ貢献しながら事業展開を図っています。

• これまで国内外で培った知見を活用して，水力や火力発電所の投資案件調査等，将来の収益力
強化につながる検討を進めています。

* 平成４２年（２０３０年）までの電力供給計画を策定するもので，当社は，電力需要の想定，電源開発計画，

送変電計画等の改定作業のサポートを行う。

【小水力発電所開発コンサルティング】
（カンボジア）

発電所

水圧管路
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（４）情報通信事業の展開

・（株）エネルギア・コミュニケーションズにおいて，光ファイバーや情報通信技術（ICT）等の活用に
よる高度情報化や，お客さまのニーズに合った魅力的なサービスの創出・提供など，グループ

の経営資源を最大限に活かした取り組みを展開しています。

【法人のお客さま】

最新のICTとプロフェッショナルなスキルで
トータルソリューションを提案するブランド
「EneWings(エネウィングス)」のもと，ネット
ワークサービスやクラウドサービスなどを提
供することで，多様化するお客さまのニーズ
にお応えしています。

【個人のお客さま】

光ファイバー設備を活用したインターネット
接続サービスに加え，電話や放送，モバイル
など，快適ネットライフを実現するサービスを
提供しています。

情報通信事業を中国電力グループの戦略的事業領域における大きな柱の一つと位
置付け，グループ一体となって取り組んでいます。

基本サービス

インターネット接続サービス

電話サービス 放送サービス

ビデオ配信サービス モバイルサービス

主なオプション
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グループ外企業とのアライアンス，グループ内の類似事業の統合，成長事業への
経営資源の配分などを行い，さらなる成長に向けたグループ企業の基盤強化に取り
組みます。

（５） グループ企業の基盤強化の取り組み

• グループ外の優れた経営資源を活用して，グループ企業のコスト競争力や技術
力の強化を図ります。

 中国電機製造(株)の競争力強化に向けて，(株)ダイヘンと資本提携を実施予定

（平成２７年７月目途）

• グループ内における類似の事業領域を統合し，販売力を強化するとともに，さら
なる効率化を図ります。

 不動産事業等を展開している中国企業(株)と(株)エネルギア不動産が経営統合予定
（平成２７年１０月目途）

• グループ企業の経営資源を成長事業へ配分することにより，売上の拡大や経営
力の強化を目指します。

 産興(株)が，ひろしま西風新都に新工場を建設し，食品パッケージ等の印刷・加工事
業へ新規参入予定（平成２８年度目途）
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市場競争力の強化と企業価値の向上を目指し，平成１５年度から当社グループ全体で
知財戦略を推進しており，特許登録件数はエネルギー業界でトップとなっています。

（６）知財戦略の推進

【当社登録特許３,９０９件の分野別内訳（Ｈ２７年１月末時点）】

• 特許登録件数は単年度で平成２２年度以降，累計では平成２４年度末以降，エネルギー業界で
トップを維持しています（平成２７年１月末時点の特許登録件数は ３,９０９件）。

• 再生可能エネルギーの更なる普及拡大に向け積極的に取り組んでおり，最近では，日本初となる
離島でのハイブリッド蓄電池システムによる技術実証事業を行っています（Ｐ.４６参照）。こうした先

進的な取り組みから得られる成果は，国内外の標準化技術への組み込み，他社とのアライアンス

構築，新たな事業展開，ライセンス収入の獲得などに資する，当社の大切な知的財産です。

• 知財戦略への取り組みの詳細については，「エネルギアグループ知的財産報告書」で紹介してお
り，当社ホームページにも掲載しています（http://www.energia.co.jp/eneso/tech/chizai/） 。

４０



（１）再生可能エネルギーの普及拡大

メガソーラー発電の取り組み

【宇部太陽光発電所の概要】

所在地 山口県宇部市西沖の山（当社所有地）

出力規模 ３，０００ｋＷ

年間発電電力量
年間計画 約３５２万ｋＷｈ
（一般家庭約９００世帯の年間使用量に相当）

ＣＯ２削減量 年間計画 約２，０００ｔ－ＣＯ２/年

運転開始年月 平成２６年１２月

• 平成２６年１２月に，福山太陽光発電所に続く当社２箇所目のメガソーラー発電となる宇部太陽光
発電所の営業運転を開始しました。

• 当発電所の建設にあたっては，パワーコンディショナの交流電圧２１０Ｖを直接２２ｋＶに昇圧･連系
することで，中間変圧器を省略するなど，建設費用の削減に努めました。加えて，太陽電池の基

礎ブロックの一部に環境配慮型コンクリート「ＣＯ２－ＳＵＩＣＯＭ」を採用（P.４９参照）するなど，環

境負荷低減に配慮した発電所となっています。

• また，グループ企業の（株）エネルギア・ソリューション・アンド・サービス（ＥＳＳ）において，計
４，５００ｋＷ（平成２７年３月時点）のメガソーラー発電所を営業運転しており，グループ一体となっ

て再生可能エネルギーの普及に取り組んでいます。

水力や太陽光，風力等の自然エネルギーは貴重な国産エネルギーであり，発電の際に

ＣＯ２が発生しません。当社はこれらの再生可能エネルギーの普及に取り組んでいます。

【宇部太陽光発電所】

２．地球温暖化対策の推進・エネルギーの
効率的利用の拡大に向けた取り組み
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地域還元型メガソーラー事業の取り組み

【建設状況】

中国電力

中国電力（０．８％）
○広報・啓発の支援

ＥＳＳ（３３．１％）
○設置工事 ○維持管理

売電収入売電

広島県（６６．１％）
○事業企画・事業運営
○広報・啓発 ○用地提供

地
域
還
元
事
業
（
広
島
県
）

利
益
還
元

ひろしま再生可能エネルギー
推進有限責任事業組合

（ )内は，出資比率

区分 発電所名
ﾊﾟﾈﾙ
容量
（ｋＷ)

運転開始

第１期
（県有地）

庄原太陽光 2,500 H25年10月

竹原太陽光 800 H25年10月

福富第１太陽光 1,000 H26年2月

福富第２太陽光 2,300 H27年度予定

小計 6,600 －

第２期
（市町所有地）

大野太陽光 2,200 H26年10月

大朝太陽光 1,000 H26年11月

仁賀太陽光 600 H27年4月予定

小計 3,800 －

合計 10,400 －

• 広島県およびグループ企業の（株）エネルギア・ソリューション・アンド・サービス（ＥＳＳ）と共同で
「ひろしま再生可能エネルギー推進有限責任事業組合」を平成２５年２月に設立し，広島県内に約

１万kWのメガソーラー開発を進めています。（平成２７年３月時点で７,５００kW運転開始済）

• 本事業は，自治体と電力会社が共同で行うメガソーラー事業としては国内初の取組みであり，メガ
ソーラー事業で得られる利益を地域に還元（還元比率：当社１００％，ＥＳＳ３０％）することにより，

地域貢献と再生可能エネルギー導入促進を同時に達成できる取り組みです。

【事業スキーム】
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再生可能エネルギーからの電力購入

• 平成２４年７月の「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の開始以降，特に太陽光発電の
導入量が急激に増加しており，平成２７年３月１３日現在で，接続済（１８０万kW）および接続申
込済（２８６万kW）は合計４６６万kWとなっております。

• 風力発電の導入量は着実に増加しており，平成２７年３月１３日現在で，接続済（３０万kW）およ
び接続申込済（１７万kW）は合計４７万kWとなっております。

• 当社は，増加する再生可能エネルギーの接続申込に対して，事業者の予見性を確保するため
に，当社ホームページにおいて太陽光発電の申込量の推移や接続可能量等を公表（毎週更
新）しております。

【再生可能エネルギーの接続予定量（累計）】

＊端数四捨五入のため電源種別毎の数値と合計が一致しない
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中央給電指令所

再生可能エネルギー導入拡大への対応 （出力予測による需給計画の作成）

想定需要

ベース電源

再生可能
エネルギー

その他電源
再エネ出力予測ソフト

気象予測情報と再エネ出力
実績を収集・蓄積し，これら
の実績をもとに翌日の出力
を予想

再エネの発電所

翌日の需給計画の作成

日本気象協会

気象予測情報

再エネ出力
予測値

太陽光発電出力 風力発電出力

設備容量等の設備情報

一部の出力実績

• 再生可能エネルギーの導入拡大には，大きく変動する発電量を補う解決策が必要です。
• 出力が時々刻々と変化する太陽光発電と風力発電の出力を予測する再生可能エネルギーの出
力予測ソフトを開発し，中央給電指令所での需給計画業務に活用しています。
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再生可能エネルギー導入拡大への対応（バンク逆潮流制限緩和への対応）

• 配電線に接続される太陽光発電等の再生可能エネルギーが増加すると，配電用変電所まで
お客さま側から発電された電気が流れてくることがあります。

• 配電用変電所まで流れてくる電気を監視する機能の追加や電圧を制御装置する装置を取り
付け，電圧の変動によるお客さまの電気機器の故障を防止しています。

４５

太陽光発電等のお客さま側から発電された電気の増加によって生じる電気の品質
低下を防ぐ対策を着実に実施しています。

電気の流れ

電圧
電圧イメージ

太陽光発電等のお客さま設
備からの電気が増加した際
に， 「適正電圧」に維持

配電用変圧器

太陽光等の
お客さまの電気

計測装置の取付・改良

配電用変電所

電圧制御装置の取付

適正電圧



隠岐諸島におけるハイブリッド蓄電池システムの実証事業

【隠岐諸島におけるハイブリッド蓄電池システム技術実証事業概要図】

• 送電線が本土と連系していない離島においては，電力ネットワークの規模が本土に比べて小さく，再
エネ発電出力の変動による電気の品質への影響が大きいことから，再エネの導入拡大のために
は，出力変動分を調整する対策が必要となります。

• そこで，隠岐諸島（島根県）において，再エネ導入量の最大化を図るための対策として，異なる２種
類の蓄電池を組み合わせ，それぞれの特長をいかした電力系統制御用のハイブリッド蓄電池システ
ム（出力：６，２００kW）を構築したうえで，技術実証を平成２７年９月末から３年間の予定で行います。

• 本技術実証は，再エネ導入時の技術的課題解決に向けた国内初の先進的な取組みです。
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• 新小野田発電所２号は運転開始から２６年が経過しており，経年劣化が進んだ低圧タービンの更新

時期となっています。これに際して，新技術を導入したタービンを採用し，熱効率の向上を図ってい

ます。 （１号機：平成２５年度更新済）

【蒸気タービン更新作業（１号機実績）】

更新後 既設

発電効率 ４０．８９％[＋０．３５％] ４０．５４％

出力 ５０万kW

ＣＯ２削減量 約３万t-ＣＯ２／年

工期 Ｈ２８年４月～Ｈ２８年６月(予定)

【新小野田発電所２号蒸気タービン更新工事概要】

（２）化石燃料のクリーン化，効率的利用

火力発電所の熱効率向上

当社はこれまで，高効率設備の導入やクリーンコールテクノロジーを推進してきました。
今後も，火力発電所から排出されるＣＯ２の削減に取り組んでいきます。
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酸素吹石炭ガス化に関する技術開発

【酸素吹IGCC実証試験の概要】

実証試験場所 大崎発電所構内

出 力 １６.６万kW

着 工 Ｈ２５年３月

実証試験開始予定 Ｈ２９年３月

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣ

酸素

ガス化炉

石炭

酸素製造装置

ＣＯ２一酸化炭素，水素

蒸気

酸素吹石炭ガス化複合発電（酸素吹ＩＧＣＣ）

水素

空気
圧縮機

ガス
タービン

蒸気
タービン 発電機

燃料電池

＊１：石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC)
IGCCに燃料電池を組み合わせて発電効率をさらに向上させる技術。

＊２：酸素吹石炭ガス化複合発電（酸素吹IGCC)
酸素を用いて石炭をガス化し，H２とCOを主成分とする生成ガスを製造し，
ガスタービンと蒸気タービンにより複合発電する技術。

【実証試験設備の建設工事の様子】

●当社は，供給安定性，経済性に優れた石炭火力を将来にわたって保有するため，「高効率化」と

「クリーン化」に資する技術開発を推進しています。ＣＯ２を大幅に削減する究極の高効率発電技

術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）*1を目指し，その基盤技術となる酸素吹石炭ガス

化複合発電（酸素吹ＩＧＣＣ）*2実証試験を平成２８年度から開始します。平成２６年１２月にはガス

化炉を搬入し，実証試験開始に向けて順調に建設工事を進めています。
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• 当社は，鹿島建設（株），電気化学工業（株）と共同でコンクリートがＣＯ２と反応する「炭酸化反応」
に着目し，排気ガスに含まれるＣＯ２をコンクリートに大量に吸い込む（スイコム）とともに，固定/貯

留（Ｓｔｏｒａｇｅ) するというコンセプトのもと，使えば使うほどＣＯ２を削減できる全く新しい環境配慮

型コンクリート（ＣＯ２－ＳＵＩＣＯＭ*）を開発しました。製品化に至るまでのＣＯ２排出量を実質ゼロ

以下にしたことや，一般的なコンクリート（高アルカリ性）と異なり，ほぼ中性であることから，植物

に優しく高い環境親和性を有する点などが高く評価され，平成２６年１２月，「平成２６年度地球温

暖化防止活動環境大臣表彰」を受賞しました。

• 平成２６年度から３年程度かけて，経済産業省の補助金を活用し，製造・流通コスト削減および競
争力強化に向けた開発・実証試験を進めているところです。

【当社宇部太陽光発電所基礎ブロック】

＊CO2-SUICOM CO2-Storage Under Infrastructure by COncrete Materials

【国道９号線歩車道境界ブロック】

ｼｰｵｰﾂｰ ｽ ｲ ｺ ﾑ

（３）環境配慮型コンクリート「ＣＯ２－ＳＵＩＣＯＭ」の取り組み

【ＣＯ２－ＳＵＩＣＯＭ採用実例】
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• １１月をコンプライアンス強調月間とし，不適切事案から得た教訓の風化防止を図るとともに，コ
ンプライアンス意識のより一層の浸透や業務品質の向上に向けた施策を全社で実施していま

す。

• 委員に社外有識者３名を含む企業倫理委員会を原則年４回開催し，コンプライアンスに関する
事項を議論しています。

• 過去に発生した不適切事案に対しては，原因分析のうえ再発防止対策を講じています。このう
ち，島根原子力発電所において点検時期を超過した機器を使用していた問題（平成２２年３月判

明）については，社外有識者７名を主体とした原子力安全文化有識者会議へ再発防止に向けた

取り組みを定期的に報告しており，第三者の視点からの意見・提言をいただいています。

過去に発生した不適切事案の教訓を風化させず，二度と繰り返さないという強い決意に
立ち，コンプライアンス経営推進宣言における３つの行動「１．良識に照らします」「２．率
直に話します」「３．積極的に正します」を踏まえ，役員の率先垂範のもと，コンプライアン
ス最優先の経営を推進しています。

＊コンプライアンス･･･ 当社におけるコンプライアンスとは，単に「法律や社内ルール・マニュアル等を守ること」

だけではなく，「倫理・道徳を含めた社会的な規範を大切にし，守る」ことをいう。

３．コンプライアンス*推進の取り組み ５０



230 241 366 436
226 183 255 247 203 

489 
266 334 244 242 215 

991
781 457 387
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273 263
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1,098 
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(2.21)

-5.0
-4.5
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-0.5
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0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5

0

500

1,000
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H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

【資料】これまでの経営効率化の取り組み成果

低廉な電気をお届けできるよう，設備投資や事業運営に必要な費用の効率化に努めて

います。

●設備投資の効率化

これまでの効率化への取り組み状況

• 請負・資機材等の調達コスト低減や設計・施工方法の合理化等により，設備投資額の抑制に

努め，電気事業固定資産は小売の部分自由化開始前の平成１１年度と比較して約３８％低減し

ています。

• 今後も効率化を図りつつ，中・長期的な展望に立った設備基盤の強化に取り組んでいきます。
【設備投資額の推移】

（円/kWh）

1,853
2,014

1,496
1,553

1,422

販売電力量あたりの設備投資額（右目盛）

電源

電力輸送

その他

【電気事業固定資産
の推移】（兆円）

約３８％低減

1,235
1,048

907803
1,0871,097

1,543
1,767

2.27

1.40

(年度） (年度末）

（億円）

1,121
1,304
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• 至近年は，原子力発電所の停止等により，燃料費，購入電力料が大幅に増加していますが，
それ以外の費用は，業務運営全般の効率化により，小売の部分自由化開始前の平成１１年

度と比較して約１９％低減しています。

●事業運営に必要な費用の効率化

＊Ｈ１２年１０月，Ｈ１４年１０月は低圧，高圧が対象。 Ｈ１７年４月以降は低圧のみ。

【過去５回の電気料金改定の概要】

H12年10月 H14年10月 H17年4月 H18年7月 H20年9月

規制部門の改定率 ▲6.90% ▲5.72% ▲3.53% ▲2.51% ▲1.00%

５２

7,157 6,811 6,724 6,532 6,261 6,036 5,792 5,906 5,747 6,102 5,935 5,709 5,864 5,998 5,802 

1,350 1,404 1,461 1,415 

1,345 1,549 1,618 1,469 1,550 2,085 1,503 
2,002 2,019 2,198 

2,332 

1,019 1,163 1,060 1,105 
1,001 1,281 1,786 2,146 2,683 

3,171 

1,948 
2,544 

3,200 
3,665 4,014 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

9,527

約１９％低減

9,379 9,245

12,148

9,052
8,607

10,255

11,083

11,861

9,386
9,980

11,358

9,5209,196
8,866

【費用の推移】
（億円）

(年度）事業運営に必要な費用（営業費用や支払利息等から燃料費や購入電力料を除いたもの）

購入電力料

燃料費



 現時点で，原子力の再稼働および営業運転開始時期を明確に見通せないことから，
平成２７年度の電力供給計画については，供給力を未定とすることとしました。

 なお，今夏の需給見通しについては，今後，供給力を精査したうえで，速やかに公表
したいと考えています。

 三隅２号開発については，当社の経年火力発電所の代替電源として，計画変更して
います。開発にあたっては，火力入札制度に基づき，自社応札を前提とした火力電源
入札募集を実施します。

 島根１号については，平成２７年４月に廃止する計画としています。

Ⅲ．平成２７年度電力供給計画の概要 ５３



１．電力需要の見通し

（１）販売電力量
生活関連用需要は，高齢化社会の進展や快適性志向の高まり等による増加はあるものの，
電力の小売全面自由化や節電・省エネルギーの影響などから，低調な伸びで推移するものと見
込んでいます。産業用需要は，引き続き経済成長が見込まれるものの，素材型産業の伸び悩み
等により，緩やかな伸びにとどまるものと考えています。
この結果，平成３６年度の販売電力量は６１７億ｋＷｈ，平成２５年度から平成３６年度までの
年平均伸び率は０．４％（気温等補正後０．５％）と想定しました。（第１表）

（２）最大需要電力
平成３６年度の最大需要電力は１，１０５万ｋＷ，平成２５年度から平成３６年度までの年平均
伸び率は０．３％（気温等補正後０．５％）と想定しました。年負荷率は，平成３６年度で６７．２％
程度とほぼ横ばいで推移するものと考えています。（第１表）

【第１表 需要想定】

年 度
区 分

Ｈ２５
（実績）

Ｈ２６
（推定実績）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ３１ Ｈ３６
Ｈ２５～３６年度
年平均伸び率（％）

販売電力量
（億kWh）

[５８２]
５９０

[５８１]
５７８

［５８４］
５８５

５８６ ５９５ ６１７ ０．４ [０．５]

対前年度伸び率
（％）

[０．５]
０．６

[▲０．３]
▲１．９

[０．５]
１．２

［０．４］
０．２

０．７ ０．７ －

最大需要電力
（万kW）

[１，０４４]
１，０７４

[１，０３８]
９９９

１，０４３ １，０４８ １，０６６ １，１０５ ０．３ [０．５]

年負荷率
（％）

[６７．３]
６６．２

[６７．４]
６９．７

６７．４ ６７．４ ６７．３ ６７．２ －

（注） ［ ］は気温等補正後を示す。
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２．電源開発計画

【第２表 自社開発電源一覧】

設 備 区 分 発電所名
出 力
（万kW）

着工年月
営業運転
開始年月

水 力 工 事 中 芸北 ０．０４３ Ｈ２６年６月 Ｈ２８年３月

火 力 着工準備中 三隅２号〔石炭〕*１ １００．０ H３０年１１月 H３４年１１月

原子力

工 事 中 島根３号 １３７．３ Ｈ１７年1２月 未定

着工準備中 上関１号 １３７．３ 未定 未定

着工準備中 上関２号 １３７．３ 未定 未定

＊1 三隅２号は火力入札ガイドライン上の入札対象（第４表参照）

安全確保を前提に，長期的なエネルギーセキュリティ，地球温暖化問題への対応，
経済性等を勘案し，バランスのとれた電源構成の実現を目指すことが必要と考えてい
ます。（第２，３，４表）
なお，平成２７年度以降の最大電力需給バランスは，現時点で未定です。

【第３表 廃止電源一覧】 【第４表 入札による火力電源調達計画】

調達規模 ９４．５万kW（送電端）

供給開始時期 Ｈ３３年６月～Ｈ３５年６月

調達期間 １０～１５年の範囲で選択可能

設 備 発電所名
出 力
（万kW）

廃止年月

原子力 島根１号 ４６．０ Ｈ２７年４月

５５



【電源構成比率（他社受電分を含む）】

年度末設備構成比 （％）

原子力

石炭

石油

ガス

水力

（推定実績）

《 参考 》
【最大電力需給バランス】

年 度
区 分

Ｈ２６
（実績）

Ｈ２７～３６

供給力 万kW １，１３４

未定
最大需要電力*1 万kW ９９９

供給予備力 万kW １３４

供給予備率 ％ １３．４

新ｴﾈﾙｷﾞｰ

＊1 ７月における日々の最大電力のうち上位３日間の平均電力

発電電力量構成比 （％）

新ｴﾈﾙｷﾞｰ

石炭

石油

ガス

水力

（推定実績）

原子力 0

５６



３．電力輸送設備計画

• 基幹系統の整備を計画的に進めるとともに，設備の経年対策を実施していきます。
• 地域供給系統の送電・変電設備および配電設備は，安定供給に向け地域ごとに適切な設備
能力を確保することとしています。

【第６表 主要変電所工事一覧】

区 分 件 名
工 事 概 要

電圧（万Ｖ） 容量（万ｋＶＡ） 営業運転開始年月

工事中
笠岡（変）
変圧器取替

２２／１１
３０
〔２５〕

Ｈ２７年６月

Ｈ２８年度
着工予定

東山口（変）
変圧器増設

５０／２２ １００ Ｈ３１年４月

Ｈ２８年度
着工予定

北尾道（変）
変圧器増設

２２／１１ ３０ Ｈ２９年１２月

【第５表 主要送電線路工事一覧】

区 分 件 名

工 事 概 要

区 間 電圧（万Ｖ） 亘長（ｋｍ） 営業運転開始年月

工事中 井原連絡線新設
新岡山（変）

～井原（開）
２２ １９ Ｈ２７年１１月

工事中 大崎ＩＧＣＣ試験線新設
酸素吹石炭ガス化複合
発電実証試験（発）

～大崎（発）
２２ １ Ｈ２７年１０月

Ｈ２７年度
着工予定

広島東幹線一部増強
広島東幹線Ｎｏ．１８０

～井原（開）
２２

３３
〔３３〕

Ｈ２９年１２月

電力の安定供給を確保するとともに，公平性・透明性に配慮し，電力需要に対応した
効率的なネットワーク設備を構築することとしています。（第５，６表）

（注） 〔 〕は除却設備を示す
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電力系統図（２２万Ｖ以上）

50万V送電線

水力発電所

火力・原子力発電所

22万V送電線

変電所

他社送電線

主要工事

新山口
東山口

北松江

西島根

日野
智頭

東岡山

新岡山

新広島

新西広島

笠岡

井原

北尾道

黒瀬

広島

広島中央

南山口 新徳山
山口

松江

作木 岡山

新倉敷

新鳥取

（九州）

（関西）

（四国）

西播

讃岐

山崎

北九州

開閉所

隠岐

新小野田
下松

柳井

岩国

大崎

電源開発竹原

南原

俣野川

中

中国東幹線

東

新岡山幹線

新

新

新山口幹線

西島根幹線

日
野
幹
線

山
口
幹
線

広

幹
線

島

広島幹西 線

北松江幹線

国
中
幹
線

新成羽川三隅

島根原子力

上関原子力

島根原子力幹線

下関

島根原子力3号増設
137.3万kW

中
国
西
幹
線

水島
玉島

三隅2号増設
100万kW

上関原子力1・2号 新設
137.3万kW×2

芸北（水力） 新設
430kW

笠岡 変圧器取替
30万kVA

［既設25万kVA除却］

井原連絡線新設

大崎ＩＧＣＣ試験線新設

広島東幹線一部増強東山口 変圧器増設
100万kVA

北尾道 変圧器増設
30万kVA
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会社名・ＵＲＬ 事業内容 電話番号

電
気

事
業

瀬戸内共同火力㈱
http://www.setouchi-kyouka.co.jp/

火力発電事業
(084)
945-3705

瀬戸内パワー㈱ 電気供給事業 －

エア・ウォーター＆エネルギア・パワー山口㈱ 火力発電事業
050-
5522-9510

電

気

事

業

サ

ポ

ー

ト

ほ

か

中電工業㈱
http://www.chuden-kogyo.co.jp/

一般建築工事，住宅リフォーム，ビル・マンションリニューアル工事，塗装工事等
(082)
505-1500

中電プラント㈱
http://www.chuden-plant.co.jp/

自家用発電設備・受変電設備・風力太陽光発電設備・一般産業設備の建設・保守，
送電鉄塔利用サービス等

(082)
252-4311

中国計器工業㈱
http://www.chukeiko.co.jp/

電力量計・省エネ関連機器・監視カメラ等セキュリティ関連機器の製造販売，情報イ
ンフラ・ネットワークの構築および関連機器の販売，保護リレーの製造・メンテナンス，
テレビ電波障害の調査・対策工事等

(082)
890-8210

中国電機製造㈱
http://chuki.jp/

変圧器・配電盤・制御盤・特高受変電設備・フリッカ抑制装置等の製造・販売等
(082)
286-3411

中電環境テクノス㈱
http://www.e-ckt.jp/

環境保全装置の運転，環境調査，化学分析，海上運送・通関等
(082)
242-0291

Chugoku Electric Power Australia Resources Pty. Ltd. エネルギー資源の探査，開発，生産等 －

Chugoku Electric Power International Netherlands B.V. 海外電力プロジェクトに対する出資，融資，保証の供与 －

㈱小月製鋼所
http://www.gr.energia.co.jp/ozuki/

タービンケーシング等の一般・特殊鋳鋼品の製造・販売，発電設備等の非破壊検査，
バルブメンテナンス等

(083)
282-1111

中電技術コンサルタント㈱
http://www.cecnet.co.jp/

土木，建築，電気・通信，情報，環境，機械設備等に関する構想づくりから調査・計
画・設計・施工監理・維持管理にかかわる技術コンサルタント

(082)
255-5501

㈱エネルギア・ライフ＆アクセス
http://www.enela.co.jp/

電気給湯機・電気クッキングヒーター・太陽光発電システム等の住宅設備機器の販
売・リース，学校空調一括サービス，熱供給等

(082)
541-1110

テンパール工業㈱
http://www.tempearl.co.jp/

配線用遮断器・漏電遮断器・住宅用分電盤(高機能住宅用分電盤)・配電盤・電子応
用機器（直流電路地絡検出装置）および住宅内情報監視・制御システム(あんしん
モニコン)等の製造・販売等

(082)
282-1341

中国高圧コンクリート工業㈱
http://www.gr.energia.co.jp/kouatsu/

コンクリート製品製造・販売，土木・基礎工事の施工，産業廃棄物処理等
(082)
243-6606

大崎クールジェン㈱
http://www.osaki-coolgen.jp/

酸素吹石炭ガス化複合発電技術および二酸化炭素分離回収技術に関する大型実
証試験の実施

(0846)
67-5250

㈱中電工
http://www.chudenko.co.jp/

電気設備工事，エネルギー関連，送配電線工事，情報通信設備工事，空調・管設
備工事，水道施設工事，環境関連，防災・消防設備工事，リニューアル・リフォーム，
鉄塔工事，土木建築工事，電気機器の設計・製作・販売・修理・据付・保守，ソフト
ウェア開発，コンサルティング・メンテナンス業務

(082)
291-7411

イームル工業㈱
http://www.eaml.co.jp/

各種水車，発電機および補機類，水中タービン発電機，ダム・ゲート関係制御装置
および計測機器（濁度・水位・気象）等の製造・販売等

(082)
429-2100

【資料】グループ企業の概要 ５９



会社名・ＵＲＬ 事業内容 電話番号

総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー

供
給
事
業

㈱ｴﾈﾙｷﾞｱ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｱﾝﾄﾞ・ｻｰﾋﾞｽ
http://www.e-ess.co.jp/

燃料（ＬＮＧ・石炭）の販売，電気・熱エネルギーの供給サービス（ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ・地域
エネルギー供給システムの設置・メンテナンス等），高効率システムの企画・開発等

(082)
544-2330

㈱ﾊﾟﾜｰ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・ｱﾝﾄﾞ・ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
http://www.energia-pet.co.jp/

火力発電設備に関する技術研修の提供，プラント性能管理，ボイラー・タービンの余寿命診
断，非破壊検査，火力発電設備の運用・保守管理システム・訓練用シミュレータの設計開発，
脱硝設備に関する調査・研究・性能維持改善のコンサルタント等

(082)
545-0683

水島エルエヌジー㈱
http://www.m-lng.co.jp/

ＬＮＧ基地の運営（LNGの受入・貯蔵・気化・送出サービス），ガス導管事業（天然ガス輸送
導管の運営）

(086)
448-0055

情
報
通
信

事
業

㈱エネルギア・コミュニケーションズ
http://www.enecom.co.jp/

【個人向け】〔MEGA EGG〕： 光インターネット接続サービス，光電話，光テレビ
【法人向け】〔EneWings〕： ネットワークサービス（イーサネット通信網サービス），インターネッ
ト接続サービス，アプリケーションサービス（システム構築ソリューション，パッケージ導入ソ
リューション），プラットホームサービス（クラウドサービス，データセンター，機器販売）

(082)
247-8511

ビ

ジ

ネ

ス

・

生

活

支

援

事

業

中国企業㈱
http://www.chuuki.co.jp/

不動産，緑化，ビル管理，リース，保険，福利厚生施設の管理･運営等
(082)
242-7804

㈱エネルギア・ビジネスサービス
http://www.ebs-web.co.jp/

エネルギアグループ内金融，管理間接業務(経理・労務・資材)の事務代行等
(082)
543-5060

㈱エネルギア不動産
http://www.energia-fudosan.com/

戸建住宅・集合住宅の分譲，賃貸住宅，駐車場，スーパー銭湯「ほの湯」等
(082)
546-3060

㈱エネルギア・ロジスティックス
http://www.ene-logi.jp/

物流事業（運送・倉庫等）
(082)
244-3796

産興㈱
http://www.sankoweb.co.jp/

印刷，広告（電柱・一般），イベント企画，ホームページ作成，採用事業（就職情報サイト「マ
イナビ」の代理店）等

(082)
232-4286

㈱エネルギア介護サービス
http://www.energia-cs.co.jp/

老人ホームの運営・管理，居宅介護サービス（居宅介護支援・訪問介護・訪問看護・デイ
サービス等）

(082)
544-4830

㈱福利厚生倶楽部中国
http://www.fukuri-chugoku.co.jp/

法人・団体（共済会・社員会・協会・組合等）の福利厚生代行サービス，社宅管理・海外赴任
支援・シニア向けセカンドライフ支援等，人事・労務等に関する総合的支援サービス

(082)
543-5855

ハウスプラス中国住宅保証㈱
http://www.jutakuhosho.com/

新築・既存住宅の住宅性能評価・表示サービス，建築確認検査サービス，住宅瑕疵担保責
任保険の取次等

(082)
545-5607

〔参考〕一般財団法人 中国電気保安協会
http://www.ces.or.jp/

低圧電気設備の漏電調査・安全診断（住宅・商店等），自家用電気工作物の保安管理業務
（ビル・工場等），電気の使用安全広報等

(082)
242-7511

＊ そのほか当社グループでは，環境調和創生事業として，廃棄物処理，リサイクル等の事業を通じて，循環型社会の実現に向けて，人と環境に優しい
サービスの提供を行っています。

６０



中国電力株式会社
〒730-8701 広島市中区小町４番33号
(082)241-0211(代)
http://www.energia.co.jp/


